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l特別言語j
国際基督教大学大学院行政学研究科
博士課程の発足
約飼信成
本学大学院に行政学lif究科を設置することは、大学創成の基本設計図
を梢想、した1949司6月の御殿場会議以来の夢であった。この夢は、実は
敗戦にいたる日本の近代化の不徹底さが生み出した様々の｜問題に対処す
るための、戦後の新しい教育研究機関としてのICU構想が当然内包すべ
き課題であった。まずICU全体の基本的課題としては、一方で国際性の
擁立があり、他方で基督教精神の堅持がある。そしてそれは教養学部教
育の中に実現されている。それをさらに具体的分野における具体的議題
としたものが3つあり、その1つは戦前教育を改革して新しい教育原理
とその実践方策とを確立すること、その2は、戦前の官僚的行政を改革
する原理と方法の探求、そうして第3は社会事業の理論的実践的強化で
ある。それは、 ICUの大学院研究諜程設立によって実施に移された。
1957年、まず教育学専攻の修士課程が設立されたのは、 ICUがその中
心人物としてこの重要な任務を依嘱した、大学院古Ii長日高第四郎博士の
識見と経験によるところが大きい。日高博士は、安倍能成、天野貞祐な
ど教育界の先輩に伍して、教育の研究と実践に深くかかわっており、文
部次官として重要な経験を積まれた現J品の最高責任者の地位を去って、
ICUへ赴任されたものである。博士を中心として集められた俊秀なスタ
ソフの手で、教育学研究科は堂々と発足した。しかしICUは直ちに博士
課程の設置を申請することをしなかった。教育学の場合には、既存の大
学に教育学部および同大学院をもっところは少くなく、学科課目の編if;![
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とスタ.， 7の充実もさして困難ではなかったと思われるが、発足後2年
以上を経過しても、 ICUでは博士課程を設置する気配がみえなかった。
1961年秋、私が招かれて第2代 ICU学長に就任するや、直ちに創立
以来の目標である大学院研究科の設置に着手し、 1963年4月には、わが
国ではピめての行政学研究科修士課程の設置に成功し、続いて翌1964年
4月には教育学研究科に博士課程を設置するにいたった。
教育学研究科の博士課程は、他大学にも先例があり、 ICUのもってい
る優秀なスタッ 7障と、豊富な財政的基盤をもってすれば、その設置は
きして難事ではなかったが、これに反して行政学研究科はそもそも修士
課程の設置が非常な難事業であった。いわんや博士諜程においてをやで
ある。
行政学研究科の設置が難航したのは、行政学という学問の地位に関係
がある。行政学の講座は、今日ではかなりの大学に設置されており、優
秀な研究者も数多く輩出し、日本行政学会という全国的学会も設立され
ているけれども、日本におけるその沿革は必ずしも古いものではない。
日本で行政学という講義がはじめて行われたのは、 1927年、当時の東京
帝国大学法学部で、海外留学から帰朝されたばかりの城山政道教授（後
のICU行政学研究科長）の手によってであるから、今から50年も前のこ
とである。半世紀を経過した学聞が、学界に確固たる地位を占めていな
いというのも妙ないい方であるが、実はこれは、行政学の歴史的な地位
に関係があるといってよい。
何よりもまず行政学は、学問としては、近代以前にその発端がみられ
ることを忘れてはならない。近代以前の国家は絶対主義の国家であって、
そこには国家の作用を規制する法は存在していなかった。したがって、
そこでの国家に関する学問は、どういう政策を政府が採用することが、
政府の目的を達するのに有用であるかという政策学が中心となったこと
は自然である。これを行政学（Verwaltungs wissenschaft) という。
またこのよう主政策は君主の官房で策定せられるから、官房学（Kameral-
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wissenschaft) とも呼び、 またこのような作用を全体として警察と
呼んでいたので、この学聞を警察学（Polizei wissenschaft）ともいつ
九～。
これらの学問は、絶対主義国家が、近代国家によっておきかえられる
と共に、法律学によって、とって代られる運命をもった。近代国家の研
究は法律学に集中しており、国家作用を規律している法律こそ、国家研
究の中心であるという観念が生ヒた。当然、国家の官僚もまた自分たち
を規制している法律の理解を必要とする。そのために、官僚を養成する
大学は、法学部となり、法学部は法律だけを教えるところで、その他の
周辺諸科学は、そこでの学科目編制の体系から疎外されることに在る。
経済学、経済政策学は経済学部に、政治学、政治思想史が政治学部に独
立して行ったばかりでなく、官僚選考のための国家試験課目が、法律に
集中するようになったのは、近代国家一一中立的、形式的、法国家にと
っては、自主主であった。
しかし、社会経済が自由主義、自由競争主義のもたらす弊害に悩むよ
うになると、問題は再び、これに対処するために、どういう政策を国家
公共団体は採用することが望ましいか、どういう方法をとれば、それら
の政策は効率的に実施されるか、それらの政策の社会的な効果は何か、
そもそもどういう社会的階層が、そのような政策の実施を要望し、それ
は彼らに、あるいは他の集団に、どのようなプラスあるいはマイナスの
効果をもたらしたか、というような様々の社会科学的な観点からの分析
を要求するようになる。
とくに現代社会で、一方では石油化学などを中心とする高度に資源消
費型の産業の成長に伴って、 企業が臨海工業型に集中すると共に、 不
可避的に公害を拡散するようになったため、その当然の課題として工業
立地の再構想と、そこで労働する人的資源の、農村からの吸収および都
市人口の拡大のもたらす様々な問題の処理方式という政策目標が提起さ
れるにいたった結果、問題解決の主体としての国家公共団体の事務と、
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その事務処理手続における住民参加の意義などの問題点の解明が重姿に
なってくる。
現代社会は、法による解決の枠を究明する方法だけでなく、行政の実
f本を分析することを要求しているのである。
このことを今から 4半世紀前の、敗戦直後の混乱の中で、いち早〈見
透して、 ICUの教育研究の中心l二、行政学、教育学および社会事業を据
えようとした創立の功労者たちの識見には、今さらのように、頭の下る
思いがする。なお、今回新たに比較文化の研究科が新設されたことは、
ICU研究体制の自覚的認識と、時代の婆請に対する的確な判断と lこ3占っ
くものとして、敬意を表しなければ告らない。
ところで以上のような問題状況の中で、 1963年に行政字研究科が生れ
た。その際の研究体制の人的問題的構成については、 1965年に刊行され
た社会科学ジャーナル第6号蝋山政道先生古稀記念論文集に載せた私の
「蝋山政道先生と国際法fi教大学大学院行政学研究科の創立」に詳しい。
磯山先生が1920年代の終りに、日本で最初の行政学の講義を、東京大
学法学部で開始された時は、日本の実際的学問的風土は依然として、法
学中心主義であり、行政学の重姿性必要性に関する先駆者の主張は漸く、
そのrm講をt~.めるにいたったものの、それは、たんに随意、課目として認
められたに過さず、必修課目の地位はもちろん選択課目の地位さえ認め
られ在かった。したがって聴講者は必ずしも多くなかったし、日を経る
にしたがって、聴J持者が次第に減少してゆくのを見るのは、私のように、
行政学の、あるいは少くとも城山先生の礼讃者を以て自認していた学生
にとっては、まことにl!えカずたい思いで、あった。
それだけに後に（1963年） .ICUに日本ではじめて行政学研究科の大学
院が設置された際、蝋山政道先生をお迎えすることを理事会に挺案して、
それが認められたときは、学長としてこの上ない喜びを感じないではい
られなかった。
磯山先生は、 ICU創立当初から規約の中に明記されていた専任教授の
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定年65歳、自后は1年毎に理事会が必要と認める場合には、更新するこ
とができるという規定を、更新5聞で打切るという方針が理事会で決定
されたl時も、とりあえず理事会に了解を求めて、大学院設置の中心とな
る教授であるとして在任を継続してJ!jくことができたことは私の格別の
喜びとするところである。とくに博士課程開設に対して、設立認可当初
から難色を示していた大学設置審議会に対する本学の姿勢を明確にする
ために、喜寿を過ぎるまで先生が本学専任教授としての重責を担って項
くことができたことは、本学にとってこの上告い幸であった。
しかし行政学博士の字位を設けることが、不可能であることは、当初
の約束と、その後の設置審議会の申合せで明白となったので、本学とし
ては、新しい学際的な学伎の設定を待つほかはなかった。もっとも、学
位税l!iJの認める古いディシずリンの中で、法学博士、政治学博士、経済
学博士在どのうちのどれかを選ぶことは、理論的には可能であったが、
実際問題としては、学部構成が、このような古典的な専門の線に沿って
構成されていないICUでは、不可能といわないまでも困難であるのみな
らず、建学の精神からいっても望ましくないとも考えられた。
そこで残るところは、学位規則にある社会学博士をとるか、新しい学
際的字位の設定を待っかである。私は社会学博士が考慮され得る代案で
あると考えていた。とくに法社会学（Rechtssoziologie）、財政社会字
(Finanzsoziologie）などは、行政学の問題関心の中にあるし、さらに、
宗教社会学、芸術社会学などを包含すれば、 ICUの新しい大学院構成に、
かなりの程度まで適合するのではないかと考えられた。
しかし長清子教授は、これに対してや、懐凝的で、社会学博士より、
社会科学博士の方がぴったりするとしきりに主張してむられた。ちょう
どそのH寺、博士号問題の最後の解決案を設置審議会の小委員会で検討中
であることを知り、早速その委員長である東大法学部の伊藤正己教授に
連絡をとってみると、その最終案は、既存の社会科学関係のすべての尊
門分科の外に新たに考えられる研究科は、すべて社会科学博士あるいは
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学術博士とするということで、旧来の各分科以外のすべての新しい学問
分野に通ずる博士号が考えられているということであった。
長教授はその審議に関心を寄せ、委員の 1人であった東大経済学部の
隅谷三喜男教授と連絡をとったりして、この考えの具体化に協力し、つ
いにその学術博士案が採用されるや、文部省主催の座談会に出席して、
新しい博士号の中に潜む新しい研究分野、とくに学際的研究の重要性な
と’について大いに解明せられるところがあった。機を逸せず、長教授の
比較文化研究科の設置案が理事会lこ提出され、同意が得られた。
行政学研究科の博士課程設置案は、はじめ少し停滞がちであったが、
このような情勢の下で一挙に進展した。中心と在った辻清明、藤田若雄
両教授はICUには新しく、渡辺保男、中島省吾両教授も中期以後のスタ
ッ7であるため、右の設置案が理事会に提出される際には私の協力を得
たいというので、ある日青山の心臓血管研究所病院からタクシ を飛ば
して、工業ヲラプへ駆けつけるという一幕もあった。これより先、 1974
年5月には、南原繁先生の葬儀のあと、藤田、渡辺両君に呼びとめられ、
行政学研究科博士課程の設置について協力を求められた。
しかし何といっても、行政学研究科大学院は遠くは、創立に当つての
御殿場会議、近くは1963年の修士課程発足と共に、当然構想されていた
もので、今さら教授会や理事会、アドミニストレーションの了解を求め
るといった性質のものではなかったのである。いわばそれは、生れるべ
くして生れたもので、難産でも何でもなかった。もし難産といわなけれ
ばならぬ過程を経たとすれば、それは専ら外的事情による。
それでは外的事情とはどんなものか。それにはいくつかある。第1は、
行政学が、独立のデイシプリンとして認められていないということであ
る。しかしそれには法学者の側からする誤解もある。行政学の大学院こ
そ、 ICU以外にどこにもないという不思議な情況を呈しているが、行政
学の講座は、多くの大学に設けられているし、行政学の優秀な研究者は
すでに数多く輩出している。日本行政学会という全国的在学会もある。
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ただ行政学博士の学位が認められないで、その代りに学術博士が認めら
れたということは、学問自身の領域を拡大する、あるいはその領域の広
汎なものであることを認識させるという意味では適切なものであった。
ICUで経済学、経済政策学等の学問分野が、この研究科に抵抗告く入り
得たのには、このことが貢献していると思われる。
第2に、しかし、この研究科と行政の実際との結びつきには問題があ
る。国家公務員試験は依然として法学中心主義であるし、実際問題とし
ても、 「行政職」の試験合格者は、 「法律職」の合格者より不利な待遇
を受けるという状勢は、ほとんど改められていない。人事院では、行政
職の合格者に優秀な人材が出るようになり、とくにICUの大学院などか
らそういう人物が輩出すれば、この状態は変るに相違ないといっている
けれども、実際に採用を決めるのは各省庁で、そこでは法学中心主義の
教育を受けた人々が指導的地位にある以上、この傾向の修正には、まだ
/I寺聞が必要である。
しかしこのような状況の下でこそ、 ICU大学院に行政学研究科の博士
課程が発足したことには意義がある。幸いに嫌山先生引退のあとを受け
て、わが国行政字界の第一入者である辻清明教授が、 ICUの懇請を受け
て本学教授に就任せられた。辻教授を囲む教授陣も藤田、問中、渡辺、
一瀬、橋本教授の固有の行政学者と、安井、大塚、喜多村、中島、中内
の経済学者の他に、佐藤、福永、緒方、横固など多数の新進中堅の学者
を揃え、その前途はまことに洋々たるものがある。この重大な使命を負
ったICU大学院行政学研究科の順調な発展を、 ICU創立者、後援者、そ
して現在の理事評議員を含めて、旧現を間わずすべての専門分野の教授
障と学生一同が見守り、可能な援助をおしまないものであることを信じ
て、その船出を温かい眼で見送りたいものである。
1976年11月一一
（故藤田若雄大学院部長の霊に献ぐ）
